
Ⅱ 業務実績



1. 試験検査等実績

1.1 保健衛生部行政依頼検査 （件数）

年 度 平成 16 平成 17 平成 18
項 目

細菌・ウイルス等の 感染症発生動向調査 ウイルス分離検査 1,172 245 871
試験検査 病原体別検査数 細菌検査 1,290 2,228 1,234

感染症流行予測調査 インフルエンザ感染源調査 119 280 0
インフルエンザ感受性調査 280 1,112 0
インフルエンザ系統調査 150 160 100
日本脳炎感染源調査 70 70 70
麻疹感受性調査 280 278 0

食中毒検査 ノロウイルス検査 520 382 811
細菌検査（EHEC) 439 138 304
その他の細菌等検査 1,603 804 1,229

ＨＩＶ抗体検査 51 36 54
ＨＣＶ抗体検査 260 42 141
性器クラミジア抗体検査 99 126 152
梅毒抗体検査 100 130 150
ＨＢｓ抗原検査 215 42 140
３類感染症に係わる病原微生物検査 1,165 1,078 1,266
特定建築物等レジオネラ属菌検査 296 70 67
スギヒラタケ検査 ウイルス検査 394 126 0

細菌検査 245 144 0
地研レファレンスセ カンピロ血清型別 31 12 42
ンター業務 ジフテリア・百日咳 0 0 1

その他の検査 0 0 2
結核菌 RFLP 検査 4 2 9
つつが虫病血清検査 124 152 155
その他微生物学的検査 0 0 167

マススクリーニング 先天性代謝異常症 8,956 8,598 8,999
神経芽細胞腫 174 0 0

食品監視業務に係る 残留合成抗菌剤検査 25 25 40
検査 残留抗生物質検査 5 5 0

残留農薬実態検査 1,472 1,760 8,708
貝毒検査 35 20 8
米のカドミウム検査 8 8 0
スギヒラタケ等の化 生物学的検査 0 42 0
学的検査 重金属 0 288 0
精度管理 5 15 10

家庭用品試買検査 有害物資 65 113 92
医薬品等監視指導業 薬品、医薬部外品、医療用具（細菌） 6 4 4
務に係る検査 薬品、医薬部外品、医療用具（理化学） 8 2 2
飲料水等水質検査 水道水井戸水の農薬検査 27 25 35

精度管理 2 0 0
地熱開発地域環境調査 温泉分析 463 528 478
環境放射能水準調査 全ベータ線 149 139 127

核種分析 91 102 177
空間線量 377 377 377
分析確認 0 0 55
その他 12 0 0

栄養調査等業務 栄養調査 0 0 1,174
食生活状況調査 0 0 1,162
塩分濃度測定 65 56 356

合 計 20,852 19,764 28,769
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1.2 保健衛生部一般依頼検査 （件数）

年 度 平成 16 平成 17 平成 18
項 目

感染症発生動向調査 秋田市保健所依頼分（再掲） 224 228 280
に関わる検査

細菌・ウイルス等の ウイルス分離検査 2 0 0
試験検査 食中毒関係ノロウイルス検査 229 102 133

ノロウイルス検査 410 300 97
食中毒菌 11 0 10
大腸菌検査（定量） 5 10 10
大腸菌検査（定性） 1 0 0
寄生虫卵 5 10 0
一般細菌 1 10 10
腸管出血性大腸菌 1 1 41
その他の細菌 8 0 3
血液製剤無菌試験 真菌否定検査 0 42 21

細菌否定検査 0 42 21
食品の試験検査 残留農薬検査 400 0 0

残留抗生物質検査 7 0 0
貝毒検査 10 10 0

合 計 1,314 755 626

1.3 情報提供業務 （件数）

年 度 平成 16 平成 17 平成 18
項 目

基幹・地方感染症情 患者情報 週報 収集 477 468 468
報センター（感染症 報告 53 52 52
発生動向調査依頼業 還元 53 52 52
務） 解析 53 52 52

提供 477 468 468
月報 収集 108 108 108

報告 12 12 12
還元 12 12 12
解析 12 12 12
提供 108 108 108

年報 報告 1 1 1
病原体情報 収集 53 52 52

報告 336 275 377
還元 24 24 24
解析 24 24 24

解析評価委員会資料提供 12 12 12
結核発生動向調査依 月報 収集 108 108 108
頼業務 報告 12 12 12

還元 108 108 108
年報 収集 9 9 9

報告 1 1 1
還元(前年分) 1 1 1

花粉症予防対策依頼 スギ花粉予報作成提供 49 49 68
業務 スギ花粉測定数 152 152 266

スギ雄花芽調査数 15 15 15
花粉症患者調査票数 285 285 163
花粉症予防対策検討会 1 1 1

合 計 2,556 2,473 2,586
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1.4 環境部行政依頼検査 （件数）

年 度 平成 16 平成 17 平成 18
項 目

大気汚染対策 大気汚染常時監視 一般環境大気測定局 561,532 509,386 511,442
自動車排出ガス測定局 136,484 137,899 137,488
工場局 202,903 233,278 216,198

工場・事業場排出基準検査 33 24 24
有害大気汚染物質モ ＶＯＣｓ調査 324 324 324
ニタリング調査 重金属等調査 216 216 216
酸性雨調査 酸性雨実態調査 1,860 1,860 1,560

緊急調査 7 0 0
アスベスト対策 石綿飛散調査 0 62 46

水質汚濁対策 環境調査 公共用水域水質調査 3,917 3,837 3,869
特定水域水質調査 446 576 28
地下水調査 211 39 173
緊急調査 60 5 16

工場・事業場排水基準検査 85 83 82
八郎湖水質保全調 八郎湖流入河川水質調査 0 0 24
査 リン回収関連分析 90 0 0

シミュレーション関連分析 132 0 0
玉川酸性水影響調 田沢湖水質調査 1,110 1,407 1,410
査 宝仙湖水質調査 222 168 0
十和田湖水質保全調 十和田湖流入河川調査 0 0 45
査 十和田湖水質生態系調査 783 408 360
難分解性有機物等調査 343 0 0

騒音･振動･悪臭対策 航空機騒音調査 755 755 745
鉱害対策 休廃止鉱山対策調査 106 0 0
化学物質対策 化学物質環境汚染実態調査 117 168 139

ダイオキシン類検査 1,504 1,056 992
ゴルフ場水質調査 370 0 0

廃棄物対策 排水基準検査 産業廃棄物等基準検査 151 271 302
一般廃棄物最終処分場査 14 0 0

能代産業廃棄物処理 能代地区周辺環境調査 1,588 317 321
センター環境保全対 能代産業廃棄物処理センタ 396 1,651 1,944
策 ー関連調査

能代産業廃棄物処理センタ 0 0 67
ー緊急調査

合 計 915,759 893,790 877,815

1.5 環境学習 （件数）

年 度 平成 16 平成 17 平成 18

項 目

空と水の環境学習 大気測定 小学校数 7 9 8
参加児童数 405 343 442

水質測定 小学校数 15 18 14
参加児童数 582 761 498

ネイチャーゲーム 小学校数 3 3 3
参加児童数 76 135 105

環境学習室等利用 環境学習室 団体数 19 12 6
利用者数 217 149 56

DVD，ビデオ貸出し 8 23 19
パネル貸出し 30 22 19
その他環境教材等の貸出し 16 3 3
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1.6 出前講座 （件数）

年 度 平成 18

項 目

No.43 ウイルス性食中毒について 実施回数 2
参加者数 270

No.45 がんは予防できる 実施回数 5
参加者数 215

No.48 東洋医学による生活習慣病の予防 実施回数 6
参加者数 255

No.49 人間栄養学からみた生活習慣病予防 実施回数 2
参加者数 68

2. 研修・学会等

2.1 研修

年 月 日 研 修 名 氏 名 開 催 地

18. 5.23 「ポジティブリスト試験法」による前処理技術の 松渕亜希子 宮城県

ポイントセミナー

18. 5.30 ～ 18. 6. 2 廃棄物・リサイクル基礎研修 成田 修司 埼玉県

18. 5.31 放射線取扱主任者定期講習会 斎藤 博之 東京都

18. 6.26 ～ 18. 6.27 平成 18 年度先天性代謝異常症等検査技術者研修会 安部真理子 東京都

18. 7. 5 2006HPC セミナー「ポジティブリスト制度に対応 松渕亜希子 東京都

するために」

18. 7.13 ～ 18. 7.14 人畜共通感染症「狂犬病発生に備えて」研修会 齊藤志保子 岩手県

18. 8.23 ～ 18. 8.24 東北食中毒研究会第 19 回全体会議・研修会 長沼 隆 福島県

山脇 徳美

齊藤志保子

八柳 潤

18. 9.14 ～ 18. 9.15 北海道・東北・新潟支部衛生化学研究部会 小林 淑子 青森県

珍田 尚俊

18.10. 5 ～ 18.10. 6 第 32 回北海道・東北支部環境研研究連絡会議 成田 修司 青森県

泉谷 孝英

18.10.12 ～ 18.10.13 地研北海道・東北・新潟支部微生物研究部会総会 今野 貴之 山形県

柴田ちひろ

18.10.25 ～ 18.10.27 滋賀県琵琶湖・環境科学研究センター及び日本植 和田 佳久 滋賀県

生株式会社（岡山県）における技術研修 成田 修司 岡山県

18.10.26 ～ 18.10.27 平成 18 年度地方衛生研究所全国協議会北海道・東 髙階 光榮 北海道

北・新潟支部公衆衛生情報研究部会総会

18.10.26 ～ 18.10.27 石綿測定技術者研修 梶谷 明弘 神奈川県

18.11. 2 第 52 回日本水環境学会セミナー 和田 佳久 東京都

成田 修司

18.11.28 ～ 18.11.29 ナノ材料の製造，計測，環境・健康に関するシン 斉藤 勝美 東京都

ポジウム 小林 貴司

泉谷 孝英

18.11.30 ～ 18.12. 1 全国自然毒中毒研修会 小林 淑子 兵庫県

19. 2.21 ～ 19. 2.22 全国環境研究所交流シンポジウム 清水 匠 茨城県

19. 3. 7 ～ 19. 3. 9 GC(FID)トレーニング 珍田 尚俊 神奈川県
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2.2 学会等出席

年 月 日 学 会 名 氏 名 開 催 地

18. 4.20 ～ 18. 4.21 第 80 回日本感染症学会総会 今野 貴之 東京都

18. 5.13 ～ 18. 5.14 第 67 回分析化学討論会 斉藤 勝美 秋田県

木口 倫

18. 5.19 ～ 18. 5.20 第 13 回 NMCC 共同利用研究成果発表会 斉藤 勝美 岩手県

18. 6. 2 ～ 18. 6. 3 第 13 回日本産業精神保健学会 張 勇 東京都

18. 6. 3 ～ 18. 6. 4 第 47 回日本臨床ウイルス学会 柴田ちひろ 東京都

18. 6.20 ～ 18. 6.22 第 15 回環境化学討論会 斉藤 勝美 宮城県

小林 貴司

18. 6.29 ～ 18. 6.30 衛生微生物技術協議会第 27 回研究会 石塚志津子 北海道

齊藤志保子

八柳 潤

斎藤 博之

18. 7. 9 ～ 18. 7.14 第 10 回核を用いたミクロ分析技術と応用に関する 斉藤 勝美 シンガポー

国際会議 ル

18. 7.21 第 55 回東北公衆衛生学会 髙階 光榮 岩手県

高山 憲男

18. 8.31 ～ 18. 9. 1 第 10 回腸管出血性大腸菌感染症シンポジウム 八柳 潤 東京都

今野 貴之

18. 9. 6 第 9 回日本水環境学会シンポジウム 斎藤 博之 東京都

18. 9. 6 ～ 18. 9. 7 第 59 回日本温泉科学会 珍田 尚俊 秋田県

18. 9.10 ～ 18. 9.15 第 7 回国際エアロゾル会議 斉藤 勝美 米国，セン

トポール

18. 9.15 ～ 18. 9.18 日本陸水学会第 71 回松山大会 珍田 尚俊 愛媛県

18. 9.20 ～ 18. 9.22 第 47 回大気環境学会年会 池田 努 東京都

18. 9.21 ～ 18. 9.22 第 27 回日本食品微生物学会 八柳 潤 大阪府

18. 9.22 ～ 18. 9.23 平成 18 年度日本獣医公衆衛生学会（東北） 齊藤志保子 福島県

18.10. 6 第 4 回秋田県公衆衛生学会 長沼 隆 秋田県

田中 貴子

髙階 光榮

髙山 裕子

18.10. 7 ～ 18.10. 8 第 47 回東北医学検査学会 安部真理子 宮城県

18.10.12 ～ 18.10.13 第 28 回全国地域保健師学術研究会 田中 貴子 東京都

18.10.20 第 13 回大気環境学会北海道・東北支部総会，研究 斉藤 勝美 北海道

発表会

18.10.25 ～ 18.10.27 第 53 回日本栄養改善学会学術総会 髙山 裕子 茨城県

18.10.25 ～ 18.10.27 第 65 回日本公衆衛生学会総会 八幡裕一郎 富山県

佐藤 智子

18.10.26 ～ 18.10.28 第 27 回日本肥満学会 松田恵理子 兵庫県

18.10.29 ～ 18.11. 1 第 6 回国際志賀毒素（ベロ毒素）産生大腸菌感染 八柳 潤 豪州，メル

症シンポジウム 今野 貴之 ボルン
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年 月 日 学 会 名 氏 名 開 催 地

18.11. 4 ～ 18.11. 8 第 134 回アメリカ公衆衛生学会 （134th APHA） 八幡裕一郎 米国，ボス

トン

18.11.13 ～ 18.11.14 第 33 回環境保全・公害防止研究発表会 石塚 英馬 新潟県

18.11.13 ～ 18.11.15 第 23 回 PIXE シンポジウム 斉藤 勝美 宮城県

18.11.19 ～ 18.11.21 第 54 回日本ウイルス学会 斎藤 博之 愛知県

18.11.20 ～ 18.11.22 第 17 回廃棄物学会研究発表会 和田 佳久 福岡県

梶谷 明弘

成田 修司

18.12. 1 第 6 回医薬品等ウイルス安全性研究会シンポジウ 八幡裕一郎 東京都

ム

18.12. 5 ～ 18.12. 6 第 38 回アジアー太平洋公衆衛生学会 （38th 八幡裕一郎 タイ，バン

APACPH Conference） 張 勇 コク

佐藤 智子

18.12. 5 ～ 18.12. 6 第 22 回ゼオライト研究発表会 成田 修司 東京都

18.12.16 第 3 回日本医学会公開フォーラム 八幡裕一郎 東京都

19. 1.13 ～ 19. 1.14 第 41 回日本成人病学会 張 勇 東京都

19. 2. 1 ～ 19. 2. 2 第 28 回全国都市清掃研究・事例発表会 成田 修司 埼玉県

19. 2.15 ～ 19. 2.16 第 20 回公衆衛生情報協議会総会・研究会 長沼 隆 香川県

髙階 光榮

八幡裕一郎

19. 3.15 ～ 19. 3.17 第 41 回日本水環境学会年会 佐藤 信也 大阪府

珍田 尚俊

木口 倫

小林 貴司

泉谷 孝英

石塚 英馬

和田 佳久

19. 3.17 ～ 19. 3.18 第 13 回日本行動医学学術総会及び研修会 張 勇 埼玉県
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3. 研究業務実績

地域保健班

麻しん集団発生防止に関する研究－麻しん

ワクチン接種割合 95 ％への向上対策につ

いて－

（平成 16 年度～平成 18 年度）

目的

麻しんは集団発生が起きると重篤な合併症

例及び死亡例が報告される感染症である。麻し

んの予防はワクチンを接種することで可能にな

る。ＷＨＯは麻しんワクチン接種割合を 90 ％

以上に維持する事で死亡が減少し，95 ％以上

に維持する事で集団発生が予防できると報告し

ている。しかしながら，我が国における麻しん

ワクチン接種割合は地域により差はあるが 80
％前後であると報告され，ＷＨＯが麻しんの集

団発生を防止できるレベル（95 ％）に達して

いない状況である。そのため，平成 10 年から

平成 12 年ごろにかけて幾つかの道府県で死亡

例，合併症例及び集団発生が報告された。これ

らの自治体では死亡例などの健康被害に関する

報告がなされた後に対策をとったが，この様な

方法では公衆衛生上十分な対策を施したとは言

えない。従って，麻しんによる健康被害の発生

を未然に防ぐ事が公衆衛生活動において極めて

重要であり，ＷＨＯが推奨するレベルまで麻し

んワクチン接種割合を向上させ維持する必要が

ある。本研究は麻しんワクチン接種割合の向上

及び維持につながる要因について検討を行う事

を目的とした。

方法

１）麻しんワクチン接種に関連する要因の検討

(1)対象：県内で協力の得られた市町村の，3 歳

児健診受診児の保護者

(2)調査方法：質問紙調査法，事前に配布し健

診時に回収

(3)ワクチン接種歴，罹患歴：母子手帳に記述

された内容を質問紙に書き写す

(4)解析方法：ロジスティック回帰分析

２）麻しんワクチン接種のための環境整備

(1)対象：麻しんワクチン未接種児の保護者を

対象

(2)方法：フォーカス・グループ・インタビュ

ー

(3)解析方法：内容分析

結果

麻しんワクチン接種に関連する要因の検討に

ついては，秋田県内で協力の得られた市町村で

2004 年 4 月から 12 月に実施した 3 歳児健診受

診者 1,200 人の保護者を対象に質問紙調査を行

った。対象者の男女比については，男 50.5 ％，

女 49.5 ％であった。麻しんワクチンの累積接

種割合は生後 12 ヶ月で 17.7 ％，15 ヶ月で 58.4
％，18 ヶ月で 75.1 ％，24 ヶ月で 87.4 ％，36 ヶ

月で 91.4 ％，42 ヶ月で 92.0 ％であった。ワク

チン接種に関する情報は「県や市町村からの通

知」が 92.5 ％で最も多く，次いで「母子手帳」

が 48.9 ％，「医療機関」が 29.4 ％であった。麻

しんワクチン接種を受けた理由は「麻しんに罹

る前にワクチン接種を受けなければいけないか

ら」が 75.3 ％で最も多く，次いで「ワクチン

接種は受ける義務があるから」が 42.8 ％，「麻

しんのワクチン接種は１歳になったら受けると

決めていたから」が 24.4 ％，「新聞，テレビな

どの情報で接種すべきと思った」が 12.5 ％で

あった。

麻しんワクチン接種のための環境整備につい

ては，麻しんワクチン接種を受けにくい状況と

して 1)町内のみでの接種であるために，かか

りつけの病院が他町にある場合は接種ができな

い。2)母子手帳に安全性について明記されてい

ないので，保護者に不安感を与える。3)風邪を

ひいたため接種できない等が要因としてあげら

れた。これらのことから，ワクチンの接種を進

めるためには，母子手帳でのＰＲ，他町での接

種方法などの周知が必要である。なお，県民に

必要なワクチンの接種情報については，「秋田

県感染症情報センター」

http://idsc.pref.akita.jp/kss/SearchSelect.html に 掲 載

し，携帯電話からもアクセスできるようにし

ている。

ドコモ・ボーダフォン用

http://idsc.pref.akita.jp/kss/I_default.asp
au 用

http://idsc.pref.akita.jp/kss/E_default.asp
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スギ花粉症における花粉飛散量と患者の症

状発現の関係及び予防に関する研究

（平成 16 年度～平成 19 年度）

目的

近年，スギ花粉症患者数は国民の 10 数％で

あると報告され，国民的健康被害として社会問

題化している。本研究は，県花粉症予防対策事

業に関連し，現行の秋田県が提供しているスギ

花粉予報は，前日から当日までの時間帯を基に

予測を行い検証しているが，他機関で実施して

いるように生活時間帯に合わせた予報が必要と

考えられることから，時間帯別予報を作成する

ための手法を開発することを目的とした。さら

に，花粉飛散時期の情報の受け手であるスギ花

粉症患者発現状況などについて調査し，スギ花

粉症患者が実際には花粉数とどのような関係に

あるのかについて詳細に検討し，より有用性の

高い予報と予防情報の作成を行うことを目的と

した。

方法

１）県内の長期的花粉飛散量を推定するために，

森林簿からＧＩＳデータを作成し，県内のスギ

花粉生産量を，地域別・年別に推定する。

２）予報を生活時間帯（午前・午後など）にす

るための，時間別予報提供の実現化を検討する。

３）外来患者アンケート調査によるＱＯＬの実

態把握と，スギ花粉症患者の症状変化を類型化

し，情報活用による症状と生活支障度の低減の

方法を検討する。

結果

Ⅰ 平成 17 年度までの成果

１）秋田県農林水産部が保有する民有林データ

形式に国有林に関するデータを併せて，新たな

県内の森林データベースを構築し，スギの植林

面積・標高・樹齢等に関する検索を可能にし

た。その結果，県内のスギ花粉生産量は，今後

数十年は増加することが予測された。

２）県内３カ所（内陸北部：大館保健所，沿岸

部：当センター，内陸南部：横手保健所）の観

測地点で，時間別観測方法と予測方法について

検討した。前者については，花粉キャッチャー

（半自動捕集器）の導入により，6 時間別デー

タが得られた。また，後者については観測デー

タとアメダス予測気象データによるメッシュ別

スギ花粉飛散モデルを作成し，これを基にして

Vsual Basic によりプログラムを組み，「秋田県

GIS 花粉情報システム」を作成し，バグの修正

作業を行った。

３）自動連続観測が可能な花粉センサーを導入

した。

４）医療機関の協力を得て，花粉飛散時期の外

来時の質問紙調査及びアレルギー日誌による調

査を実施した。その結果，鼻眼以外の症状スコ

アの高い患者がみられ，睡眠障害などの全身症

状が出現することにより生活支障度が高い例が

あることが判明した。

Ⅱ 平成 18 年度の研究成果

１）「秋田県 GIS 花粉情報システム」のプログ

ラム内容の確認，プログラムの動作確認と最適

化の方法を検討した。

２）花粉センサーと花粉キャッチャー，Darham
法による花粉観測結果の相関関係を確認した。

児童・生徒の生活習慣病予防健診における

血液検査及び食物摂取状況調査の意義と方

法に関する研究

（平成 15 年度～平成 18 年度）

目的

児童生徒の生活習慣病予防健診の普及をはか

るために，血液検査を中心に，必要性及び有用

性かつ効果的な実施方法を検討する。また，事

後指導に対応した簡易食物摂取状況調査法につ

いて検討する。

方法

血液検査の必要性と実施方法の検討：小学４年

生から中学３年生を対象に血液検査と追跡調査

を実施した。食物摂取状況調査の簡易調査法と

その活用方法の検討：調査法の検討及び試行調

査を実施した。

結果

生活習慣病予防健診の健診項目については，

生活習慣病予防との関連，肥満との関連，及び

基準値を超える割合等を総合的に考察すると，

体格検査項目として，身長，体重，体脂肪率，

血液検査項目としては，貧血検査項目のヘモグ

ロビン，赤血球，ヘマトクリット，脂質関連検

査項目の総コレステロール，HDL-コレステロ
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ール，LDL-コレステロール，トリグリセライ

ド，肝機能検査項目の AST，ALT，及び尿酸で

あると考えられた。

食生活改善を支援するための１つの方法とし

て，健診の事後指導を活用する，簡易食物状況

調査票と結果票を考案した。また，小中学校の

教職員を対象とした子供の健康と食生活及び食

育に関する調査を行い，県及び学校関係者に食

生活指導及び食育における報告書として配布し

た。

さらに，本研究を通して児童生徒の健康に関

わる様々な課題が得られた。健康状態では，肥

満が多いこと，血液検査では脂質検査項目や尿

酸等で有所見者がみられることが，中学生の食

生活状況では，栄養素の過不足，食事摂取の個

人差や食事間の偏り（特に朝食の不足傾向）な

どが明らかになった。

微生物班

薬剤耐性腸管出血性大腸菌の侵淫実態，耐

性化機構，菌学的性状に関する調査研究

（平成 17 年度～平成 18 年度）

目的

県内における薬剤耐性腸管出血性大腸菌の侵

淫実態を解明し，何らかの抗生物質に対して耐

性を示した菌株に関しては，その耐性化機構を

明らかにする。また，耐性遺伝子の伝達性など

から，今後その耐性が蔓延化する危険性など，

医療機関における腸管出血性大腸菌感染症の診

断，治療および秋田県における今後の感染症対

策に活用されうる科学的知見の獲得を目的とす

る。本研究により得られる成果を，感染症に係

わる行政機関や治療に直接携わる医療機関等に

提供することにより，県民の健康的な生活の向

上に寄与することを最終的な目標とする。

方法

1) 1996 年から 2006 年までに秋田県において分

離された腸管出血性大腸菌菌株のうち，特に分

離頻度の高い O157 (137 株)，O26 (72 株)，O103
(14 株) の薬剤耐性について，Kirby-Bauer 法に

より調査した。

2) β －ラクタマーゼ遺伝子 (TEM， SHV，

CTX-M)，ホスホマイシン耐性遺伝子 (fosA，f

osB，PA1129，orf1) および薬剤耐性の伝播に

関係するインテグロン (intI) 及び ISEcp1 トラ

ンスポゼース (tnpA) をそれぞれの遺伝子に特

異的なプライマーを用いて，PCR 法にて検出

した。

3) Kado&Liu 変法にてプラスミド精製し，サザ

ン・ブロット法により β －ラクタマーゼ遺伝子

の位置を特定した。

結果

1) O157 で 29 株 (21.2%)，O26 で 33 株 (45.8%)，
O103 で 7 株 (50.0%)，合計 69 株が何らかの抗

生物質に耐性を示し，秋田県における薬剤耐性

腸管出血性大腸菌の侵淫実態が解明された。

2) 染色体上に blaCTX-M-14 ESBL 遺伝子と耐性遺伝

子の伝達に関与する ISEcp1 トランスポゼース

を持った多剤耐性腸管出血性大腸菌が確認され

た。

3) 治療に汎用されるホスホマイシンに耐性を

示す菌株が確認された。

秋田県における食中毒起因菌の侵淫実態と

分離株の性状に関する調査研究

（平成 17 年度～平成 18 年度）

目的

人の重要な下痢起因菌であるカンピロバクタ

ー及びサルモネラについて現在の県内の実態を

解明し，現状に即した食品衛生対策の構築に資

することを目的とした。

方法

と畜場に搬入された牛，豚の糞便と胆汁，お

よび市販の各種食肉（牛肉，豚肉，鶏肉，レバ

ー，その他の内臓）についてカンピロバクター

とサルモネラの検査を実施した。また，分離株

について血清型別，遺伝子学的解析，薬剤感受

性試験等を実施し，ヒト由来株と比較すること

により，家畜（牛，豚），市販食肉等の感染源

としての意義を検討した。

結果・考察

鶏肉・鶏レバーについてはカンピロバクター

の汚染が高率であり，その分離株と患者由来株

との比較からも感染源として非常に重要である

ことが確認された。またサルモネラも 30 ％以
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上の検体から検出され，サルモネラの感染源と

しても重要であることが示唆された。豚レバー

及び豚便については陽性数は少ないが，患者由

来株と同じ血清型のサルモネラが検出されてお

り，豚も感染源のひとつと考えられた。牛便・

牛胆汁については 20 ～ 30 ％がカンピロバクタ

ー陽性であり，特に牛胆汁陽性から推定される

汚染牛レバー等が重要な感染源となっていると

考えられた。

カンピロバクター感染症の原因菌のほとんど

は Campylobacter jeuni( C.jejuni)といわれ，今回

の調査でも鶏肉や牛からの分離株は C.jejuni が

多かった。しかし，患者由来株を収集したとこ

ろ 12.6 ％が Campylobacter coli( C.coli)であり，

また C.coli は C.jejuni に比べて薬剤耐性株が多

いことが確認され，C.coli は重要な病原体とし

て再認識されるべきものと考えられた。C.coli
は豚便のほとんどで陽性であったが，豚胆汁及

び市販の豚肉・豚レバー等はすべて陰性であ

り，豚の C.coli の感染源としての意義はさらに

検討が必要と考えられた。

適切な治療の実現を目的とした秋田県内に

おける多剤耐性サルモネラ菌の侵淫実態解

明と菌学的性状に関する調査研究

（平成 18 年度～平成 19 年度）

目的

県内で平成 7 年から 16 年に発生した細菌性

食中毒のうち，サルモネラ食中毒のは 46 事例

発生し（2 位），サルモネラ散発患者は平成 13
年から 16 年まで 42，30，33，21 名確認されて

いる（３機関サーベイランス）。このように県

内でもサルモネラ菌による健康被害が発生して

いるが，多剤耐性サルモネラ菌による健康被害

の発生実態は不明である。多剤耐性サルモネラ

菌に感染した場合，抗生物質治療が困難である

ことから，秋田県における多剤耐性サルモネラ

菌による健康被害の発生実態を明らかにすると

共に，分離株の耐性機構を検討し，耐性遺伝子

の伝播に起因する将来の健康被害拡大の可能性

に関する知見を得ることを目的として本調査研

究を実施した。

方法

1) サルモネラ分離株の収集

秋田組合総合病院，雄勝中央病院，大館市

立総合病院，仙北組合総合病院，由利組合総合

病院，北秋中央病院，秋田県総合保健事業団児

桜検査センターにサルモネラ菌株の分与を依頼

して県内で発生したサルモネラ散発下痢症患者

由来株を収集した。

2) 分離株の血清型別

デンカ生研製型別キットを使用して血清型別

を実施した。

3) 分離株の薬剤感受性試験

次の 12 薬剤に対する分離株の感受性をディ

スク法（Kirby-Bauer 法）により検討した。結

果はディスクの取り扱い説明書に従い判定し，

耐性(R)，中間(I)，感受性(S)の区分で標記し

た。

・サルモネラ腸炎治療第１選択薬剤：アンピシ

リン(ABPC)，ホスホマイシン(FOM)，ノル

フロキサシン(NFLX)

・セフェム系（ESBL 産生株検出用）：セファ

ロチン(CET)，セフォタキシム(CTX)，セフ

タジジム(CAZ)，セフェピム(CPFM)

・セファマイシン系（プラスミド性 AmpC 産生

株検出用）：セフォキシチン(CFX)

・カルバペネム系（メタロβラクタマーゼ産生

株検出用）：イミペネム(IPM)

・アミノグリコシド系：カナマイシン(KM)

・テトラサイクリン系：テトラサイクリン

(TC)

・マクロライド系：エリスロマイシン(EM)

結果・考察

平成 17 年 4 月から平成 18 年 3 月までに 39
株の散発下痢症患者由来のサルモネラ菌が協力

医 療 機 関 等 か ら 分 与 さ れ た 。 そ の 内 訳 は

S.Agona O4； 1 株， S.Braenderup O7； 1 株，

S.Brandenburg O4； 1 株，S.Harder O8； 7 株，

S.Infantis O7； 2 株 ， S.Litchfield O8； 3 株 ，

S.Mikawashima O7；1 株，S.Montevideo O7； 1
株，S.Newport O8； 1 株，S.Othmarchen O7； 1 株，

S.Saintpaul O4； 1 株，S.Singapore O7； 2 株，

S.Thompson O7； 1 株，S.Typhimurium O4 5 株，

S.Enteritidis O9； 10 株であった。血清群別では

O4；20%，O7；28%，O6；28%，O9；23%であ

った。

供試した 12 薬剤のいずれかに耐性を示した
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株は 14 株であり，その内訳は ABPC ： 2 ， TC ：

5 ， ABPC ， TC ： 4 ， ABPC ， CET ， TC ： 3 であ

った。ESBL，メタロβ－ラクタマーゼ，プラ

スミド性 AmpC 陽性株は認められなかった。

ABPC 耐性株の一部が TEM 型βラクタマーゼ

遺伝子を保有していることが明らかとなった。

また，耐性測定過程で FOM 耐性株が容易に分

離される株が２株認められた。これらの株はい

ずれも FOSA 遺伝子などの外来性フォスフォマ

イシン耐性遺伝子の獲得は認められず，murA
遺伝子にも変異は生じていなかった。

1990 年代初めから秋田県におｋては国内他

地域と同様，S.Enteritidis が急激に侵淫し，多く

の散発下痢症や食中毒を惹起した。今回の調査

では S.Enteritidis が属する O9 群は全体の 23 ％

に過ぎず，以前と比較して S.Enteritidis の分離

率が低下していることが明らかとなった。S.
Enteritidis は鶏卵汚染を介して健康被害を惹起

したことが知られている。これらのことは，県

内におけるサルモネラ菌の主たる感染源に占め

る鶏卵の割合が相対的に低下している可能性を

示唆するものと考えられた。

サルモネラ感染症の第一選択薬剤は FOM，

ABPC，NFLX であるとされている。今回の調

査では FOM 耐性株と NFLX 耐性株はみられな

かったが，ABPC 耐性株は 9 株認められた。

ABPC は近年，安価で優れた抗生物質として再

注目されている。今回得られた結果は，ABPC
の投与に先立ち，感受性試験を実施してその有

効性を確認することが必須であることを示して

いた。FOM は細菌性下痢症に広く使用される

抗生物質であり，今回の検討では耐性サルモネ

ラ菌は確認されなかった。しかしながら，今回，

耐性を測定する過程で FOM に接触することに

より容易に耐性株が出現する株が存在すること

が確認された。検討した範囲ではそれらの株の

耐性機構を特定することはできなかったが，こ

のような株は体内でも FOM の投与により容易

に耐性化する可能性が考えられ，注目される。

今後は，保存株も含めて秋田県で分離された

サルモネラ菌を供試し，耐性株の侵淫実態と耐

性機構についてさらに広範囲，詳細な検討を実

施する必要がある。

理化学班

食品検査技術の充実と市場調査の手法に関

する研究

（平成 17 年度～平成 20 年度）

目的

食品安全基本法が制定され，消費者の食に対

する関心が高まっている。我が県においても，

食の安全・安心に関する条例が策定され，食の

情報提供につながる多用な分析技術が要求され

ている。そこで，新たに追加されたアレルギー

物質を含む食品の検査や遺伝子組換え食品検

査，さらに法の改正によって増加する一方の農

薬等の検査を実施可能なものとし，施策展開に

役立てるようとするものである。初年度は大豆

加工品の遺伝子組換え体のスクリーニング法の

検討及びアレルギー食品の検査法を修得した。

２年目はポジティブリスト制度に対応するた

め，残留農薬の測定項目の追加を試みた。

方法

1 GCMS における測定項目の追加

メソッド２（28 項目）の作成

2 LCMSMS による農薬測定の検討

結果

県内で広く使用され，検出例の多い農薬の中

から測定可能な 29 成分を選び，メソッド２を

作成した。これにより GCMS の測定項目は従

来のものと併せ 150 成分 124 項目が分析可能

となった。

また，使用頻度が高いにもかかわらず GC で

は分解しやすく回収率等に問題のあるアセフェ

ートや極性の強い農薬を中心に 20 項目につい

て LCMSMS による測定を検討した。さらにポ

ジティブリスト制度における一律基準値対策と

して SOP の見直しや感度の向上等，幾つかの

検討を行った。

その結果，平成 18 年度，8,708 件の行政依

頼検査を実施し，84 件の農薬を検出した。そ

のうちの約 55 ％（46 件）が本年度追加した項

目及び LCMSMS により検出した農薬であっ

た。

次年度からは，県産品のみならず輸入品等に

対応した項目，LCMSMS による農薬項目の追
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加及び LCMSMS による動物用医薬品の測定に

ついて検討することにしている。

化学物質班

秋田スギの空気浄化能力に関する調査研究

（平成 17 年度～平成 20 年度）

目的

秋田スギの持つ空気浄化能力とその放出芳

香族成分を把握し，その特性を生かした木質製

品の開発を目指すとともに，建築材料として利

用されなかった部分の有効活用を図ることを目

的としている。

方法

平成 18 年度は秋田スギを含むヒノキ，ブナ

など 9 種類の木材から放出される芳香族成分

（香り成分）を励起ヘリウムガス－ TOFMS 法

で直接分析して成分を特定した。

結果

香り成分を分析した木材は，天然秋田スギの

心材（赤身）と辺材（白身），造林秋田スギの

心材，天然青森ヒバ，ブナ，ミズナラ，ケヤキ，

タモ，ホワイトウッド，アルダー及びチークの

11 種類で，これらの木材は厚さ 4.8mm に調整

した。秋田スギの心材からはカジネン，ムロレ

ン，ツヨプセン，スギオール，辺材からはオレ

アミド，チャピストールが検出され，心材と辺

材では放出される香り成分が異なっていた。天

然青森ヒバ材からは，ヒノキチオール，カジネ

ン，ムロレン，ツヨプセン，チャピストール，

ネズコンが検出された。ブナ材，ミズナラ材，

タモ材，ホワイトウッド材及びアルダー材から

は，秋田スギの辺材と同じ成分が検出された。

チーク材からは，ブナ材などから検出された成

分に加えて，ウイドール，セラテン，テラキレ

ンなどが検出された。木材の香り成分は，鎮静

作用，抗炎症作用，消炎作用，抗菌作用，抗蟻

作用のある揮発性有機化合物で，特にオレアミ

ド，セラテン，テラキレンは発癌予防作用があ

る有機化合物として注目されている。

植物性産業廃棄物の高度資源化に関する研

究（県総合食品研究所との共同研究）

（平成 17 年度～平成 18 年度）

目的

コーヒーの出し殻を対象に，アルコール化，

ペレット燃料の製造の他，有用薬剤原料の製造

の可能性を模索することを目的としている。当

センターの分担は，ペレット燃料の製造と有用

薬剤原料の製造の可能性を模索することであ

る。

方法

平成 18 年度は，ペレット燃料の製造をブラ

イドダイ方式の木質ペレット成型機を用いて行

った。

結果

コーヒー出し殻だけでは，木質原料から製造

される円柱状のペレットとは異なる粒状のもの

しかできなかった。また，これを数十日間放置

すると，白いカビが生えた。コーヒー出し殻に

バインダーとして木粉をコーヒー出し殻 1 に対

して 2 の割合で加えることで，円柱状のペレッ

トを製造することができた。また，コーヒー出

し殻のみを原料としたペレットとは異なり，10
カ月間放置しても白いカビが生えることはなか

った。

ダストの成分組成の分析手法に関する検討

と評価（科学技術振興機構（JST）革新技

術開発研究事業）

（平成 17 年度～平成 19 年度）

研究概要

JST での研究課題は，「熱抽出によるブラッ

クカーボン及びダストのリアルタイムモニター

の開発」で，日本カノマックス㈱が研究代表者

になっている。研究組織は，当センターの他，

東京大学先端科学技術研究センター，(独 )交通

安全環境研究所である。当センターで実施する

研究課題は，「ダストの成分組成の分析手法に

関する検討と評価」で，平成 18 年度は試作の

ブラックカーボン計で捕集した粒子中の元素を

PIXE 法で分析し，ブラックカーボンの値に対

する元素の影響を検討した。
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結果

試作のブラックカーボン計で捕集した粒子か

らは 17 元素（Na，Mg，Al，Si，P，S，Cl，K，Ca，Mn，
Fe，Ni，Cu，Zn，Br，Sr，Pb）が検出され，こ

れら元素の合計値は 1.85 ～ 16.42μg/m3
であった

が，ブラックカーボンの値（1 ～ 7μg/m3）には

影響していないことを確認した。

大気エアロゾル粒子及び海・陸水の気中照

射PIXE法による超微量多元素同時分析法の

技術開発に関する研究（放射線医学総合研

究所との共同研究）

（平成 17 年度～平成 21 年度）

研究概要

大気エアロゾル粒子及び海・陸水の気中照射

PIXE 法による超微量多元素同時分析法の構築

を目的としている。平成 18 年度は，エンジン

オイル中の元素をヘリウムイオンビームによる

気中照射 PIXE 法で分析可能かを検討した。

結果

エンジンオイルをコロジオン膜でカプセル化

することで，気中照射 PIXE 法により元素を直

接分析することができた。エンジンオイルから

は，添加剤に含有されている Al，Si，P，S，Cl，Ca，
Zn が検出された。

水質浄化濾剤の実用化（都市エリア産学官

連携促進事業（一般型）「米代川流域エリ

ア」）

（平成 18 年度～平成 20 年度）

研究概要

ゼオライト，炭酸カルシウム，木炭から成る

水質浄化濾剤（特願 2005-096947）の実用化を

進めるため，濾剤の安全性と水質浄化性能の評

価を目的としている。平成 18 年度は，1)濾剤

の安全性を評価するために濾剤の元素組成と濾

剤から溶出する元素を PIXE 法による分析，2)
走査型電子顕微鏡（SEM）による濾剤の構造観

察，3)下水道流入原水を用いた水質浄化試験，4)
ゼオライト，炭酸カルシウム，濾剤のリン酸，

アンモニウム，亜硝酸，硝酸の吸収試験を行っ

た。

結果

1）濾剤の元素組成と濾剤から溶出する元素

濾剤の主要元素は Na，Mg，Al，Si，S，K，Ca，Fe
で，極めて微量の Hg と Pb が含まれていた。

溶出元素は，濾剤の主要元素である Na，Si，S，K
の他，Ni，Cu，Zn，Br および Pb であったが，Ni，
Cu，Zn，Br，Pb の濃度は 0.004 ～ 0.043mg/L と

極めて低い値であった。

2）濾剤の構造

濾剤内部は襞状で，物質を吸着しやすい構造

になっていた。

3）水質浄化試験

水質浄化試験は，濾剤と試験水の割合を 1 対

25 にして放置の状態で 30 日間行った。リンは 3
日目で 30 ％，7 日目で 44 ％，15 日目で 80 ％，30
日目で 90 ％を除去（吸収）した。窒素の主体

であるアンモニア性窒素は，3 日目で濃度が 10
％低下したが，それ以降は亜硝酸菌の作用によ

り亜硝酸性窒素に変化した。なお，アンモニア

性窒素は，30 日目にはすべて亜硝酸性窒素に

なった。

4）ゼオライト，炭酸カルシウム，濾剤のリン

酸，アンモニウム，亜硝酸，硝酸の吸収試

験

試験は，ゼオライト，炭酸カルシウム，濾剤

それぞれに対する試験水の割合を 1 対 25 にし

て放置の状態で 30 日間行った。ゼオライトは，

アンモニウムを選択的に吸収し，15 日目で 50
％，30 日目で 70 ％を吸収した。炭酸カルシウ

ムは，リン酸を選択的に吸収し，1 日目で全量

を吸収した。濾剤は，アンモニウムを 3 日目で

10 ％，15 日目で 15 ％，30 日目で 20 ％を吸収

した。リン酸では，3 日目で 20 ％，15 日目で 40
％，30 日目で 70 ％を吸収した。亜硝酸と硝酸

に関しては，ゼオライトと濾剤は全く吸収せず，

炭酸カルシウムが多少吸収した。

大気・水質班

フッ素の回収技術及び再利用技術に係わる

研究開発―循環型社会に適応したフッ素高

度分離回収システムの開発―

（平成 17 年度～平成 19 年度）
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目的

健康環境センター環境部では，平成 17 年度

から 3 ヵ年計画で細倉金属鉱業株式会社とフッ

素排水処理に係わる共同研究を実施している。

本研究は健康環境センターが開発したフッ素回

収材を用い，実際にフッ素を排出している事業

所におけるフッ素回収技術の実用化を最終目標

としている。本研究で実用化を目指すフッ素分

離回収システムは，数百 ppm の高濃度のフッ

素を含有する排水からフッ素を分離後，回収す

ることにより，排水中のフッ素を再資源化し，

その有効利用を目指したものである。平成 18
年度，健康環境センターでは，フッ素を分離－

回収可能な小規模プラントを製造し，安定的な

操業条件の確立に向けた検討を行った。

方法

健康環境センターが開発したフッ素回収材を

用いて，フッ素を分離－回収可能な小規模プラ

ントを製造した。その小規模プラントを実際に

稼働させた時におこる様々な問題点を抽出し，

改善することにより，円滑な稼働のための検討

を行った。さらに，この小規模プラントを用い

て，フッ素回収の実証試験を行い，フッ素回収

に及ぼす pH の影響についても検討した。

結果

平成 18 年度は，製造した小規模プラントを

使用してフッ素回収試験を行った。その結果，

反応槽においてフッ素回収材の不均一な攪拌や

回収材とフッ素処理水の分離等，幾つか運転上

の問題が明らかとなった。不均一な攪拌の問題

は，アッセンブル式の大，中，小の３段攪拌羽

根を作製することにより改善を行った。一方，

回収材とフッ素処理水との分離の問題は，反応

器の形状をフッ素回収材が沈降しやすいものに

変更すると共に，撥水性の良い材質を選定し，

回収材を移動しやすくすることによって改善し

た。また，実証試験においてフッ素回収に及ぼ

す pH の影響を検討した結果，フッ素排水の濃

度によって，最もフッ素を回収しやすい pH の

存在が明らかとなった。例えば，フッ素濃度が

10 ～ 250 mg/L の場合は，pH3 ～ 4 で最もフッ

素を回収するのに対し，フッ素濃度 300 ～ 1000
mg/L では，pH6 付近で最もフッ素を回収して

いた。これらの結果から，フッ素排水の濃度に

よって，小規模プラントの pH 条件を設定する

ことで，効率の良いフッ素除去が可能となった。

炭素系廃棄物を利用した環境調和型機能性

水質浄化材の開発

（平成 17 年度～平成 19 年度）

目的

本県から大量に廃棄される稲藁，籾殻，廃

プラスチック類等の有機性廃棄物減量化，適正

処理は大きな課題であり，これらの排出抑制や

リサイクルにつながる有効利用手法の研究開発

を早急に行う必要がある。そこで健康環境セン

ターでは，次の２つの目標に向かって研究開発

を行っている。一つは，籾殻を原料とした水質

浄化材を合成するプロセスを開発することによ

って，籾殻焼きによる大気汚染やアレルギー等

の問題を解決すること，もう一つは，開発した

水質浄化材を用いて，八郎湖の富栄養化の原因

の一つである高濃度リン湧水を除去することに

より，八郎湖における水質改善の一端を担うこ

とである。

方法

平成 18 年度は八郎湖，八郎湖流入河川及び

高濃度リン湧水地帯の水質調査を定期的に実施

し，得られたデータを解析することにより汚濁

成分を抽出し，水質浄化材の設計を行うために

必要なデータ集積を行った。そのデータを用い，

健康環境センターでは籾殻を原料とし，炭化－

賦活及び複合化という技術を用いてリンを回収

する水質浄化材を合成した。

結果

平成 18 年度，八郎湖，八郎湖流入河川及び

高濃度リン湧水の水質調査を定期的に実施した

結果，南部及び北部排水機場の５月のSSがそれ

ぞれ，200 及び 80 mg/Lを超え，全リンの濃度

もそれぞれ約 0.3 及び 0.1 mg/Lと他の月と比

較して高い値を示していた。また，リン湧水の

しみだす水路では，リン酸イオンの濃度が 1.6

mg/Lと高濃度であると共に，ほぼ全量が可溶

性のリン酸イオンの形態で存在していた。これ

らの特徴を有する水質を浄化するためには，SS

等の一般的な汚れ成分を吸着させる物理吸着性

とリン酸イオンを選択的に吸着させる化学吸着

性を併せ持つ材料の開発が必要となる。そこで，
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賦活効果があり表面積を増加させると共に，リ

ンと親和性が高く化合物をつくりやすいカルシ

ウムを籾殻と複合化させることで，リンを回収

する水質浄化材を開発した。開発した水質浄化

材の性能は，濃度 50 mg/Lのリン酸イオンを約

20 時間で 15 mg/L以下まで低下させることがで

きる。また，硝酸イオン，塩化物イオン及び硫

酸イオンとリン酸イオンがそれぞれ約 50 mg/L

の濃度で共存する溶液においてリン回収実験を

24 時間行った結果，リン酸イオンのみを選択

的に回収できることも明らかとなった（表参

照）。

表 他成分共存中の選択的リン回収結果

回収時間 PO4
3- Cl- NO3

- SO4
2-

(時間 ) (mg/l)
0 58.3 46.9 51.8 50.1

24 9.2 51.8 49.3 50.0
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